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林分全体の材積は小さくなる。 

③ 低密度植栽は、苗木と植栽の経費抑制が期待でき間伐が遅れても過密林分になりにくい。 

④ 収益性と公益的機能の両面を期待した場合、スギは 2,000 本/ha 以上、ヒノキは 1,500 本

/ha 以上が有利である。 

といった報告もあった一方で、植栽密度が低くなるに従い植栽間隔が拡がるため、高木性先駆

樹種の侵入、林冠閉鎖の遅れによる林地の乾燥、ツルや下草植生の繁茂、下枝の枯れ上がりが

遅くなる可能性があり、特に地位の低い箇所は留意が必要との指摘もあった。 

これらに関しては、エビデンスが不足しており、引き続き、成林実績や低コスト化への貢献度等

について継続的に評価していくことが必要である。 

②現⾏規定の更なる補正 
植栽本数を減じた場合に、保安林の存立基盤たる土壌の流出・崩壊等のリスクを回避する観点

から、現行の植栽本数の基準を地況因子(植被度、傾斜、土壌補強力等の因子のいずれか)によ

り補正する案を検討し、これについては、 

① 森林の機能の定量的、科学的な評価が一義的に定められていない中、保安機能の観点

からの評価は難しい。 

② 土地の性質に着目するのであれば、先にゾーニングが必要ではないか。 

③ 地況因子による補正は行政実務的な負担が大きい。 

④ そもそも 2,000 本/ha 以下の植栽の必要性は考えにくく、地域森林計画の標準植栽本数

の状況からしても、現行基準で十分対応できているのではないか。 

といった意見があった。地況因子による補正については、エビデンスが不足しており、慎重を期

す必要があると考えられる。 

(4)⾒直しの⽅向 

以上を踏まえ、本検討会としては、将来にわたり持続的に林業を行っていく保安林について、

適切な指導普及体制の下での森林整備事業との着実な連携や特例の運用が客観的であること

を前提に、森林の公益的機能の発揮の観点から必要 小限の制限としての指定施業要件の植

栽本数の基準の特例として、以下のような見直しの方向を提案する。 

 現行の植栽本数の基準を基本とした上で、多様化する施業体系(生産目標)への対応として、

植栽義務の趣旨(的確な更新による保安機能の確保)を踏まえつつ、保安林が立地する現地

の自然的・社会的状況から、現行基準より少ない植栽本数を適用することが必ずしも不適当

でない場合は、指定施業要件を定める者において、現行基準によらずに地域の施業体系に

準じた植栽本数※を定めることができるようにする。 

※ 地域森林計画や林業普及指導実施方針書等に記載の森林施業上の指針等に基づき地域で普及指導

されているもので、その地域で成林の蓋然性を踏まえ通常植栽されている本数。 

 

 現行基準より少ない本数を植栽する場合、うっ閉が数年遅れる可能性があるが、当該本数に

ついて立地を限定して適用すれば、森林所有者等の諸種の具体的かつ自発的な活動によ

り森林の諸機能が発揮され、うっ閉の遅れによる弊害は回避可能と考えられる。植栽本数の

基準の特例を適用する場合の具体的な立地条件は以下のとおりとする。 

ⅰ) 地盤が安定していて、土砂の崩壊・流出等のおそれが認められないこと 

(急傾斜、雪崩、崩壊地等でないこと) 

ⅱ) 自然条件、社会条件から、効率的かつ効果的な施業が可能であること 
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・高標高、風衝、寡雨、岩石地、土壌不良地、湿地、林況粗悪地等でないこと 

・生産目標と整合する地利、効率的な施業の実施が可能な立地環境であること 

 

※ 立地条件については、例えば、ⅰ)では、森林計画制度で用いられる調査手法を活用し、地質、傾斜、

斜面形状、表土の状態等の因子から総合評価される「山地災害防止機能／土壌保全機能」(Ｈ、М、Ｌの３

段階で評価)の機能区分がＬ(低い)でないこと、ⅱ)では、同様の調査手法を活用し、地位や地利等の因子か

ら総合評価される「木材生産機能」(Ｈ、М、Ｌの３段階で評価)の機能区分がＬ(低い)でないこと、とするなど

制度運用に当たっての客観性や簡便性も踏まえた条件とする。 

※ 本基準の見直しに当たっては、その影響を検証し必要な対応を行うこととする。 

 

この植栽本数の特例は、比較的立地条件のよい保安林に限定して適用することとなるが、そも

そも相対的に地位が低い保安林での適用が想定されること、生産目標の多様化の中で森林所有

者等の自発的な施業の機会(選択肢)を確保するものであり、本特例により、一律に低密度植栽へ

の誘導を図ることを目的とするものではない。(現行でも、比較的地位が高い保安林の指定施業要

件の植栽本数は 2,000 本/ha を下回るが、立地を活かした密仕立ての施業も多く行われており、

必ずしも、優良材生産と矛盾するものではない。) 

なお、本検討会では、今回の見直しの背景や趣旨を踏まえ、『公益的機能を発揮しつつ木材

生産を行っていかなければならない保安林』に的を絞って議論を行ったが、特に、国有林につい

ては、国民の森林として国土保全など公益重視の管理経営を推進することとしており、現地状況

に適した苗木の種類や状態、植栽密度等を十分に検討した上で適切な選択を行うことが重要で

ある旨の意見もあった。 

また、今後の課題として、林業生産性が低く、必ずしも将来にわたり持続的に林業を行っていく

必要のない人工林の保安林について、針広混交林化など伐採前と同様の人工林として再生させ

ていく以外の更新方法の導入が適当な場合の植栽義務の取扱いについて、うっ閉の必要性を含

め、改めて検討の必要があるとの認識が共有された。 

 

植栽本数 (エリートツリー等の期待成⻑量に応じた縮減補正) 

(1)現⾏規定 

(4.2.2 の（３）③説明済みのため省略) 

(2)現⾏規定の考え⽅と課題 

(現⾏規定の考え⽅) 
現行規定は、昭和 37 年に定められた一律 3,000 本の植栽本数の基準について、平成 14 年に

地位級に応じた縮減の補正ができるようにしたものである。植栽本数の補正に当たっては、原則と

して、当該森林の森林簿等に示されている植栽する樹種に係る地位級(樹種別に伐期総平均成

長量を m3 単位の等級に区分したもの)により補正することとしている。 

 

(現⾏規定が抱える課題) 
植栽本数の補正因子として樹種に係る伐期総平均成長量の適用が想定されているため、例え

ば、品種であるエリートツリー等については、その成長特性に応じた縮減の補正ができない。 
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(3)検討状況 

エリートツリーについては、令和 10 年には、その苗木の出荷量が約 1,400 万本(平成 30 年度

実績では約 240 万本)に達する見込みである。また、特定母樹については、間伐特措法に基づき、

特に優良な種苗を生産するための「特定母樹」として 300 系統以上が指定され、増殖事業者の認

定や採種園・採穂園の造成の進展がみられる。 

一方、エリートツリー(特定母樹を含む)等については、未だ若齢の個体が中心であり、植栽適

地や標準伐期齢における林分材積など、全国的な見地から成長特性に関する実証的な知見を

更に積み重ねていくことが重要であることから、本検討会としては、次のような見直しの方向を提

案する。 

(4)⾒直しの⽅向 

特定母樹(エリートツリー)については、保育初期段階のコスト軽減等への貢献が期待され、増

殖事業者の認定や採種園・採穂園の造成が進展し、現地での植栽(その一部には植栽後十数年

を経過したものもある)も始まっている一方で、その苗木の成長特性に応じた植栽本数の補正の在

り方については、標準伐期齢における林分材積などその成長特性に関する知見の更なる蓄積が

重要と考えられることから、今後の地域における収穫予想表の整備状況等も踏まえた上で、改め

て検討することが妥当である。 

 

 関係者ヒアリング結果 
指定施業要件の在り方の検討に当たっての参考とするため、苗木生産の立場から日本製紙株

式会社、森林経営の立場から岩手県森林組合連合会、育種事業の立場から国立研究開発法人

森林研究・整備機構森林総合研究所林木育種センターにそれぞれ次のとおりヒアリングを行った。 

⽇本製紙株式会社 

同社では、資材提供や生産技術支援を行いながら、地元の生産者へ苗木生産を委託し、生産

された苗木については、既存の苗木商流を崩さないように種苗組合を通した販売を行っている。 

現在、生産を進めている当年生コンテナ苗(実生、挿木)について、 

① 翌年の苗木の需給について速やかな調整が可能 

② 残苗リスクの低下 

③ 育苗コストの低減、スペースや資材の省力化 

④ 繁忙期を避けた柔軟な出荷が可能 

といったメリットが考えられほか、実生苗、挿木苗ともに当年生であっても出荷規格を十分に満

たす苗の生産が可能との説明があった。 

岩⼿県森林組合連合会 

岩手県における低密度植栽(2,000 本/ha)導入の経緯と現在の状況、低密度植栽箇所の生育

状況や保育作業、獣害対策、普及体制等について説明があった。また、現場からの声として、 

① 普通林で一般に行われている植栽本数と、保安林の指定施業要件に基づく植栽本数に

乖離があり、保安林の植栽本数の方が多くなっている。 
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② 保安林の指定施業要件に基づく本数で植栽した場合には、低コスト造林を推進するため

の助成が受けられない場合がある。 

といった声があり、保安林の制約については理解しつつも、隣接の普通林では可能な低密度

植栽に取り組めず、森林経営上の制約となることに抵抗を感じるといった所有者の声がある旨の

説明があった。 

国⽴研究開発法⼈ 森林研究・整備機構 森林総合研究所 林⽊育種センター 

在来系統のおおむね 1.5 倍の材積等の特性を有するエリートツリーの開発状況(令和２年８月

現在 965 個体)やその特性、特定母樹としての普及の取組、エリートツリーを植栽した場合には下

刈り期間が１～２年短縮可能であること等の説明があった。 

一方、エリートツリーの成長の評価は単木レベルで行っており、これらの個体データから間接的

に系統ごとの林分材積を推定するとしても、まだ若齢の個体が多く、地位の低い林分で成長量や

樹幹形等なども含め、引き続きデータの蓄積を継続することが必要であるとの見解が示された。 

また、初期成長に優れる個体は、標準伐期齢における成長も比較的良い傾向にあるものの、樹

高平均値を具体的に推定するには 20 年生の樹高データの収集が必要であるとの見解が示され

た。 

(以 上) 
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第 1 回検討委員会資料 
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第 2 回検討委員会資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 2 年度 流域⼭地災害等対策調査(低コスト造林の推進に向けた保安林の指定施業要件の基準の⾒直し)委託事業報告書 

64 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 2 年度 流域⼭地災害等対策調査(低コスト造林の推進に向けた保安林の指定施業要件の基準の⾒直し)委託事業報告書 

65 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 2 年度 流域⼭地災害等対策調査(低コスト造林の推進に向けた保安林の指定施業要件の基準の⾒直し)委託事業報告書 

66 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 2 年度 流域⼭地災害等対策調査(低コスト造林の推進に向けた保安林の指定施業要件の基準の⾒直し)委託事業報告書 

67 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 2 年度 流域⼭地災害等対策調査(低コスト造林の推進に向けた保安林の指定施業要件の基準の⾒直し)委託事業報告書 

68 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 2 年度 流域⼭地災害等対策調査(低コスト造林の推進に向けた保安林の指定施業要件の基準の⾒直し)委託事業報告書 

69 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 2 年度 流域⼭地災害等対策調査(低コスト造林の推進に向けた保安林の指定施業要件の基準の⾒直し)委託事業報告書 

70 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 2 年度 流域⼭地災害等対策調査(低コスト造林の推進に向けた保安林の指定施業要件の基準の⾒直し)委託事業報告書 

71 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 2 年度 流域⼭地災害等対策調査(低コスト造林の推進に向けた保安林の指定施業要件の基準の⾒直し)委託事業報告書 

72 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 2 年度 流域⼭地災害等対策調査(低コスト造林の推進に向けた保安林の指定施業要件の基準の⾒直し)委託事業報告書 

73 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 2 年度 流域⼭地災害等対策調査(低コスト造林の推進に向けた保安林の指定施業要件の基準の⾒直し)委託事業報告書 

74 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 2 年度 流域⼭地災害等対策調査(低コスト造林の推進に向けた保安林の指定施業要件の基準の⾒直し)委託事業報告書 

75 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 2 年度 流域⼭地災害等対策調査(低コスト造林の推進に向けた保安林の指定施業要件の基準の⾒直し)委託事業報告書 

76 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 2 年度 流域⼭地災害等対策調査(低コスト造林の推進に向けた保安林の指定施業要件の基準の⾒直し)委託事業報告書 

77 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 2 年度 流域⼭地災害等対策調査(低コスト造林の推進に向けた保安林の指定施業要件の基準の⾒直し)委託事業報告書 

78 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 2 年度 流域⼭地災害等対策調査(低コスト造林の推進に向けた保安林の指定施業要件の基準の⾒直し)委託事業報告書 

79 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 2 年度 流域⼭地災害等対策調査(低コスト造林の推進に向けた保安林の指定施業要件の基準の⾒直し)委託事業報告書 

80 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 2 年度 流域⼭地災害等対策調査(低コスト造林の推進に向けた保安林の指定施業要件の基準の⾒直し)委託事業報告書 

81 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 2 年度 流域⼭地災害等対策調査(低コスト造林の推進に向けた保安林の指定施業要件の基準の⾒直し)委託事業報告書 

82 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 2 年度 流域⼭地災害等対策調査(低コスト造林の推進に向けた保安林の指定施業要件の基準の⾒直し)委託事業報告書 

83 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 2 年度 流域⼭地災害等対策調査(低コスト造林の推進に向けた保安林の指定施業要件の基準の⾒直し)委託事業報告書 

84 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 2 年度 流域⼭地災害等対策調査(低コスト造林の推進に向けた保安林の指定施業要件の基準の⾒直し)委託事業報告書 

85 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 2 年度 流域⼭地災害等対策調査(低コスト造林の推進に向けた保安林の指定施業要件の基準の⾒直し)委託事業報告書 

86 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 2 年度 流域⼭地災害等対策調査(低コスト造林の推進に向けた保安林の指定施業要件の基準の⾒直し)委託事業報告書 

87 

第 3 回検討委員会資料 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 2 年度 流域⼭地災害等対策調査(低コスト造林の推進に向けた保安林の指定施業要件の基準の⾒直し)委託事業報告書 

88 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 2 年度 流域⼭地災害等対策調査(低コスト造林の推進に向けた保安林の指定施業要件の基準の⾒直し)委託事業報告書 

89 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 2 年度 流域⼭地災害等対策調査(低コスト造林の推進に向けた保安林の指定施業要件の基準の⾒直し)委託事業報告書 

90 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 2 年度 流域⼭地災害等対策調査(低コスト造林の推進に向けた保安林の指定施業要件の基準の⾒直し)委託事業報告書 

91 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 2 年度 流域⼭地災害等対策調査(低コスト造林の推進に向けた保安林の指定施業要件の基準の⾒直し)委託事業報告書 

92 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 2 年度 流域⼭地災害等対策調査(低コスト造林の推進に向けた保安林の指定施業要件の基準の⾒直し)委託事業報告書 

93 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 2 年度 流域⼭地災害等対策調査(低コスト造林の推進に向けた保安林の指定施業要件の基準の⾒直し)委託事業報告書 

94 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 2 年度 流域⼭地災害等対策調査(低コスト造林の推進に向けた保安林の指定施業要件の基準の⾒直し)委託事業報告書 

95 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 2 年度 流域⼭地災害等対策調査(低コスト造林の推進に向けた保安林の指定施業要件の基準の⾒直し)委託事業報告書 

96 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


